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第3章
目
標
や
範
囲
の
見
極
め
が
大
事

収
益
認
識
基
準
導
入
の

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
ポ
イ
ン
ト

有
限
責
任 

あ
ず
さ
監
査
法
人

公
認
会
計
士

森
居　

達
郎

は
じ
め
に

２
０
１
８
年
３
月
30
日
、
企
業
会
計
基

準
委
員
会（
Ａ
Ｓ
Ｂ
Ｊ
）よ
り
新
収
益
認
識

基
準
に
係
る
基
準
、
企
業
会
計
基
準
29
号 

「
収
益
認
識
に
関
す
る
会
計
基
準
」お
よ
び

企
業
会
計
基
準
適
用
指
針
30
号「
収
益
認

識
に
関
す
る
会
計
基
準
の
適
用
指
針
」（
以

下
、「
新
収
益
認
識
基
準
」と
い
う
）が
公
表

さ
れ
た
。
２
０
１
７
年
７
月
20
日
に
公
表

さ
れ
た
企
業
会
計
基
準
公
開
草
案
61
号
お

よ
び
企
業
会
計
基
準
適
用
指
針
公
開
草
案

61
号
が
最
終
化
さ
れ
た
も
の
で
あ
る
。

本
基
準
は
、
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
15
号「
顧
客
と

の
契
約
か
ら
生
じ
る
収
益
」（
米
国
会
計
基

準
の
ト
ピ
ッ
ク
606
と
ほ
ぼ
同
一
）の
定
め

を
基
本
的
に
取
り
入
れ
た
も
の
と
な
っ
て

い
る
。本
基
準
を
採
用
す
る
こ
と
に
よ
り
、

国
際
財
務
報
告
基
準（
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
）、
米
国

会
計
基
準
を
採
用
す
る
会
社
の
連
結
財
務

諸
表
に
適
用
す
る
収
益
認
識
の
基
準
と
、

各
社
の
個
別
財
務
諸
表
に
適
用
す
る
収
益

認
識
の
基
準
が
、
基
本
的
に
同
じ
内
容
の

も
の
と
な
る
。

新
収
益
認
識
基
準
を
早
期
適
用
す
る
場

合
、
２
０
１
８
年
４
月
か
ら
の
適
用
も
可

能
で
あ
る
。
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
15
号
や
ト
ピ
ッ
ク

606
を
適
用
す
る
会
社
で
は
、
連
結
財
務
諸

表
作
成
に
関
連
し
、
連
結
財
務
諸
表
を
構

成
す
る
個
別
財
務
諸
表
の
重
要
性
に
鑑

み
、
一
定
程
度
の
分
析
、
準
備
等
は
さ
れ

て
い
る
と
思
わ
れ
る
。
一
方
、
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ

適
用
に
係
る
準
備
を
本
格
的
に
行
っ
て
お

ら
ず
、
新
収
益
認
識
基
準
適
用
に
向
け
た

本
格
的
準
備
は
こ
れ
か
ら
で
あ
る
企
業
も

少
な
く
な
い
と
思
わ
れ
る
。

新
収
益
認
識
基
準
の
導
入
は
会
計
処
理

に
重
要
な
影
響
を
与
え
る
可
能
性
が
あ

り
、
ま
た
単
な
る
会
計
処
理
の
変
更
に
と

ど
ま
ら
ず
、
広
範
囲
に
影
響
を
与
え
る
可

能
性
が
あ
る
た
め
、
導
入
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

は
多
く
の
工
数
・
期
間
を
要
す
る
も
の
と

な
り
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
進
め
方
に
留
意

が
必
要
と
な
る
。

本
稿
で
は
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
進
め
方

や
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
設
定
す
る
に
あ
た
っ

て
考
慮
が
必
要
な
主
な
事
項
に
つ
い
て
解

説
す
る
。
な
お
、
文
中
で
の
コ
メ
ン
ト
お

よ
び
意
見
に
関
わ
る
内
容
に
つ
い
て
は
、

筆
者
の
見
解
や
私
見
に
過
ぎ
な
い
点
、
ご

理
解
ご
了
承
を
お
願
い
し
た
い
。

予
備
的
調
査
の
実
施

収
益
獲
得
活
動
は
企
業
の
広
範
な
活
動

に
関
連
す
る
。
新
収
益
認
識
基
準
を
適
用

す
る
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
方
向
や
結
果
は
、

そ
の
後
の
企
業
活
動
に
、
中
長
期
で
影
響

を
与
え
る
。
新
収
益
認
識
基
準
に
向
け
た

対
応
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
開
始
す
る
に
あ

た
っ
て
は
、
ま
ず
予
備
的
調
査
を
行
い
、

想
定
さ
れ
る
課
題
を
把
握
す
る
こ
と
が
効

果
的
で
あ
る
。
想
定
外
の
事
象
の
発
生
、

手
戻
り
や
、
過
度
に
詳
細
な
準
備
等
の
リ

ス
ク
を
低
減
す
る
こ
と
に
も
寄
与
す
る
。

予
備
的
調
査
で
は
、企
業
に
存
在
す
る
、

ま
た
将
来
実
施
予
定
の
ビ
ジ
ネ
ス
を
踏
ま

え
、
契
約
の
種
類（
履
行
義
務
の
種
類
）、

会
計
処
理
の
現
状
、
新
収
益
認
識
基
準
を

適
用
す
る
こ
と
に
よ
る
会
計
処
理
へ
の
影

響
な
ら
び
に
注
記
情
報
等
の
開
示
情
報
に

与
え
る
影
響
な
ど
の
概
要
を
把
握
す
る
。

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の

進
め
方

⑴
　
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
の
明
確

化新
収
益
認
識
基
準
適
用
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

に
よ
っ
て
、
実
現
さ
せ
た
い
目
標
を
明
確

に
設
定
し
、
共
有
す
る
こ
と
が
肝
要
で
あ

る
。
対
象
範
囲
、
達
成
目
標
の
レ
ベ
ル

感
、
達
成
目
標
時
期
は
一
律
に
決
定
さ
れ

る
も
の
で
は
な
い
。
何
を
目
標
と
す
る
か

は
、
企
業
の
置
か
れ
た
状
況
や
企
業
目
的

に
よ
っ
て
異
な
り
、
ま
た
、
企
業
判
断
や

経
営
判
断
で
も
あ
る
。

ど
の
よ
う
な
達
成
目
標
を
設
定
す
る
と

し
て
も
、
当
該
目
標
を
明
確
に
定
義
し

（
図
表
１
）、
当
該
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
構
成

員
が
共
有
す
る
よ
う
、
経
営
者
お
よ
び
プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
リ
ー
ダ
ー
が
一
丸
と
な
っ
て


